
北海道告示第10527号

北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和３年４月１日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その３）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 結核予防事業 学校（専修学校 感染症の予防及び感染症の患者に ３分の２ 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総合振興局長 実績報告

感染症の予防及び感染 及び各種学校を含 対する医療に関する法律第53条の２ 保福第54号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長 は要しない。

症の患者に対する医療に み、修業年限が１ 第１項の規定による定期の健康診断 （寄附金その他 保福第55号様式 る日

関する法律（平成10年法 年未満のものを除 に必要な経費のうち次に掲げるもの の収入金がある 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

律第114号）第53条の２ く。）又は、感染 報酬、職員手当（特殊勤務手当）、 ときは、補助金 又は振興局

第１項の規定に基づく定 症の予防及び感染 賃金、報償費、旅費、需用費（消耗 等の額の算定に の保健環境

期の健康診断の実施を図 症の患者に対する 品、燃料費、食糧費、印刷製本費、 当たり、当該寄 部保健行政

ることを目的として、予 医療に関する法律 光熱水費、修繕費、医薬材料費）、 附金その他の収 室又は地域

算の範囲内において交付 施行令（平成10年 役務費（通信運搬費、手数料）、委 入金の控除等を 保健室

する。 政令第420号）第1 託料、使用料及び賃借料、備品購入 行う。）

1条で定める施設 費、公課費

の設置者（指定都

市及び中核市の区

域外に所在する学

校又は施設の設置

者に限るものと

し、国及び市町村

を除く。)

２ 北海道風しん抗体検査 北海道（札幌市、 風しん抗体検査に要した費用 10分の10以内（一 風しん抗体検査に 提出部数 １部 実績報告

事業 小樽市、函館市及 人につき6,790円 係る領収書又は領収 提出期限 令和４年 は要しない。

妊娠を希望する出産経 び旭川市を除く。） を限度とする。） 証明書等のこれに代 ３月15日 なお、書

験のない女性等の風しん に住所を有する次 わる書類 提 出 先 保健福祉部 類は、総合

抗体検査を推進すること に掲げる者であっ 住所地及び同居の 感染症対策 振興局長又

により、先天性風しん症 て、令和３年４月 状況が確認できる書 局感染症対 は振興局長



候群の発生の予防を図る １日から令和４年 類の写し 策課 を経由する

ことを目的とし、予算の ３月15日までに、 こと。

範囲内において交付す 医療機関において

る。 風しん抗体検査を

受検した者とする。

ただし、過去に風

しん抗体検査を受

けたことがある者、

過去に２回の風し

んの予防接種歴が

ある者及び検査で

確定診断を受けた

風しんの既往歴が

ある者を除くもの

とする。

(1) 妊娠を希望す

る出産経験のな

い女性

(2) (1)の者で、か

つ、風しん抗体

ができない者の

配偶者（事実上

婚姻関係と同様

の事情にある者

を含む。以下同

じ。）

(3) (1)の者で、か

つ、風しん抗体

ができない者の

同居者（生活空

間を同一にする

頻度が高い者。

以下同じ。）

(4) 風しんの抗体

価が低い妊婦の

配偶者



(5) 風しんの抗体

価が低い妊婦の

同居者

３ 地域福祉生活支援セン 社会福祉法人北 地域福祉生活支援センター運営事 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

ター運営事業費補助金 海道社会福祉協議 業に必要な次に掲げる経費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

認知症高齢者、知的障 会 給料、職員手当等、共済費、報償 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

がい者、精神障がい者等 費、旅費、賃金（生活保護受給世帯 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

で判断能力が不十分な者 へ派遣する場合に限る。）、需用費 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局地域

が、地域において自立し （消耗品費、燃料費、印刷製本費、 等の額の算定に 別に指示する様式 福祉課

た生活が送れるよう、福 図書購入費、修繕料、食糧費（会食 当たり、当該寄

祉サービスの利用に関す に要する経費を除く。））、使用料及 附金その他の収

る情報提供、助言、手続 び賃借料、役務費（通信運搬費、保 入金の控除等を

きの援助、利用料の支払 険料、手数料）、委託料、備品購入 行う。）

い等、福祉サービスの適 費（単価30万以上の備品を除く。）、

切な利用のための一連の 助成金

援助を行い、その者の権

利を擁護することを目的

として、予算の範囲内に

おいて交付する。

４ 保育士確保対策事業費 社会福祉法人北 「保育士確保対策事業」を実施す 定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

補助金 海道社会福祉協議 る資金を積み立てるための経費 保福第１の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

社会福祉法人北海道社 会 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

会福祉協議会が行う「保 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

育士確保対策事業」を実 保福第１の32号様式 子ども未来

施するために必要な資金 別に指示する様式 推進局子ど

を積み立てるための経費 も子育て支

を補助することを目的と 援課

する。

５ 明るい長寿社会づくり 社会福祉法人北 社会福祉法人北海道社会福祉協議 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

推進事業 海道社会福祉協議 会が行う明るい長寿社会づくり推進 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

高齢者が家庭、地域、 会 事業に要する経費（職員俸給、職員 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

企業等社会の各分野にお 諸手当、法定福利費、福利厚生費、 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

いて、それまで培ってき 賃金、諸謝金、旅費交通費、事務消 ときは、補助金 保福第１の32号様式 高齢者支援

た豊かな経験と知識・技 耗品費、消耗品費、印刷製本費、光 等の額の算定に 別に指示する様式 局高齢者保

能を生かし、生涯を健康 熱水費、通信運搬費、手数料、保険 当たり、当該寄 健福祉課

で生きがいを持って社会 料、会議費、賃借料、業務委託費、 附金その他の収



活動ができるよう、高齢 助成金、負担金） 入金の控除等を

者、青壮年、女性等社会 行う。）

の各層における高齢者観

についての意識改革を図

るとともに、高齢者の生

きがいと健康づくりを総

合的に実践する事業を展

開し、明るく活力ある長

寿社会づくりの振興を図

るため、予算の範囲内で

補助する。

６ 北海道医療給付事業補 市町村又は広域 北海道医療給付事業に必要な経費 ２分の１以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総合振興局長

助金 連合 のうち、次に掲げるもの （夕張市につい 保福第１の20号様式 保福第58号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

重度心身障がい者、ひ (1) 医療費 ては、10分の10）保福第57号様式 別に指示する様式 る日

とり親家庭等の母又は父 ア 重度心身障がい者（精神障が 別に指示する様式 提出先 総合振興局

及び児童、乳幼児等の健 い者については入院に係るもの （寄附金その他 又は振興局

康の保持と福祉の増進を を除く。）に係る医療費から別 の収入金がある の保健環境

図るため、予算の範囲内 に定める受給者負担額、食事療 ときは、補助金 部保健行政

において補助する。 養標準負担額、生活療養標準負 等の額の算定に 室又は地域

担額及び附加給付の額を控除し 当たり、当該寄 保健室

た額に、別に定める年間の高額 附金その他の収

療養費に相当する額を加えた額 入金の控除等を

イ ひとり親家庭等の母又は父及 行う。）

び児童に係る医療費（母及び父

については、入院及び指定訪問

看護に係るものに限る。）から

別に定める受給者負担額、食事

療養標準負担額、生活療養標準

負担額及び附加給付の額を控除

した額に、別に定める年間の高

額療養費に相当する額を加えた

額

ウ 乳幼児等に係る医療費（満６

歳に達する日（誕生日の前日）

後の最初の４月１日から満12歳

に達する日（誕生日の前日）以



後の最初の３月31日までの者に

ついては、入院及び指定訪問看

護に係るものに限る。）から別

に定める受給者負担額、食事療

養標準負担額及び附加給付の額

を控除した額に、別に定める年

間の高額療養費に相当する額を

加えた額

(2) 事務費（報酬、職員手当等、共

済費、旅費、需用費（消耗品費及

び印刷製本費に限る。）、役務費、

委託料及び賃借料、使用料、備品

購入費に限る。）

(3) 調査（審査）支払手数料（役務

費（手数料に限る。）及び委託料

に限る。）

(4) 請求事務取扱手数料（役務費（手

数料に限る。）及び委託料に限

る。）


